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大規模災害に備える運輸事業者の防災マネジメント 

‐令和 8年熊本地震への対応状況を踏まえて‐ 

 

 

1. 頻発化・激甚化する自然災害の発生状況について 

（１）我が国における自然災害の発生状況 

近年、我が国では、地震、台風、線状降水帯による豪雨、河川氾濫、土砂災害、豪雪、猛暑など、

多様な自然災害が各地で発生している。直近 5 年間では、2021 年 10 月に発生した千葉県北西部を震

源とする地震や、2022 年 7月の桜島の火山活動（噴火）、同年 9 月に西日本で記録的な暴風雨を観測

した台風第 14 号、2024 年 1 月に発生した能登半島地震等が挙げられる。さらに、2026 年 7 月には

熊本県を中心としたエリアで地震が発生しており、これらの災害における発生頻度・種別を踏まえ

ると、今後は単一の災害だけでなく、災害の連続発生などを見据えた複合的な災害への備えについ

ても考慮していく必要がある。 

内閣府が公表している防災白書によれば、我が国の年平均気温は、世界の平均気温よりも更に上

昇の幅が大きくなっており、図１-１に示すように 100 年当たりで 1.30℃上昇しており、国内で発生

する災害に影響を与えていることがうかがえる。 

 

 
【図１-１】 日本の年平均気温偏差の経年変化 

（内閣府「令和 5 年版 防災白書特集 1 第 2 章第 1 節自然災害の激甚化・頻発化等」より抜粋） 

【要旨】 

■2026 年 7 月 28 日に、熊本県を中心としたマグニチュード 7.1 の地震が発生し、震度 7 を観測し

た。近年、地震・風水害・雪害、火山噴火等、全国的に自然災害が頻発化・激甚化しており、大

規模災害発生時において運輸事業者が考慮すべき事項は多岐にわたっている。 

■国土交通省は、2020 年 7 月に「運輸防災マネジメント指針」を策定し、2023 年 6 月に改訂を行

っている。同指針の解説には、大規模災害に備えて、運輸事業者が推進することが望まれる自然

災害対応の取組事例が掲載されている。 

■本稿では、令和 8 年熊本地震の被害状況やこれまでの自然災害に対する運輸事業者・関係機関の

取組状況を踏まえ、運輸事業者が進めるべき防災マネジメントの方向性を整理する。 
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豪雨等の水害においては、1970 年代後半から多くの地点で観測を開始したアメダスによると、お

およそ 50 年間で、１時間降水量 80mm 以上の短時間強雨の年間発生回数が、増加していることが明

らかとなっている（図１-２）。 

 

 
【図１-２】 1 時間降水量 80mm 以上の年間発生回数（日数）の経年変化（1976～2022 年） 

（内閣府「令和 5 年版 防災白書特集 1 第 2 章第 1 節自然災害の激甚化・頻発化等」より抜粋） 

 

また、国土交通省が公表する水害統計調査によると 2020 年から 2024 年までの水害被害額※1は、

単年別にみると増加傾向であり、今後も頻発化・激甚化する豪雨災害等の影響により被害額が増加

する可能性がある（図１-３）。 

 

 

【図１-３】 2020 年～2024 年における全国の水害被害額※1 

（国土交通省「１年間の水害被害額」を基にＭＳ＆ＡＤインターリスク総研作成） 
※1 水害被害額には、風害による被害、人的損失、交通機関の運休などによる波及被害、被災した企業

の部品・製品供給機能、本社機能等が損なわれることによる他地域の企業への影響等に係るものは

含まれていない。また、一般資産については被害額そのものを聞き取った結果ではない。なお、四捨

五入の関係で、内訳の合計と水害被害額が一致しない場合がある。  
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また、地震においては、東京都が 2022 年 5 月に公表した「首都直下地震等による東京の被害想定

報告書」によると、都心南部（南関東地域）でマグニチュード 7 クラスの地震が、今後 30 年以内に

70％の確率で発生すると予測されており、南海トラフ巨大地震については、マグニチュード 8～9 ク

ラスの地震が、今後 30 年以内に 70～80％の確率で発生すると予測されている。 

国土交通省が公表する国土交通白書からは、2025 年 3 月末に公表された南海トラフ巨大地震の被

害想定では、人的被害（死者）が最大約 29.8 万人、資産等の直接被害が約 224.9 兆円、生産・サービ

ス低下による被害を含めた場合の被害額が約 270.3 兆円と推計されている（表１-１）。 

 

【表１-１】 大規模地震による被害想定 

 

（国土交通省「令和 8 年度国土交通白書」より抜粋） 

 

ただし、今後、上述の自然災害のみならず、想定外の大規模災害が発生する可能性も考えられ、

不断の準備が必要となる。特に、運輸事業者にとっては、自社施設や車両、船舶、鉄道車両等への

物理的な損害をはじめとして、以下のような多様な影響を考慮する必要がある。 

 

【大規模災害発生時において運輸事業者が主に考慮すべき事項】 

⚫ 機材（車両、船舶含む）の水没 

⚫ 車庫敷地の冠水 

⚫ 営業所施設の電源喪失 

⚫  乗務員などの出勤困難、安否確認の遅れ 

⚫  荷主・取引先・協力会社の被災による物流網の寸断 

⚫  避難所・医療機関・小売店舗などへの緊急物資輸送ニーズの急増 

⚫  配送遅延、輸送ルートの変更 

 

さらには、今後自然災害は、一種だけでなく複数の種類の災害が重なって発生する可能性もあ

り、様々な状況に対応できるよう必要な準備を進めていくことが求められる。したがって、国内の

旅客・物資の輸送を担う運輸事業者においては、「災害が発生してから対応する」ことだけでな

く、平時からの防災マネジメントに取り組んでいかなければならない。 
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（２）令和 8年熊本地震の被害状況 

ここで、令和 8 年熊本地震についての地震概要・被害状況について国土交通省の「令和 8 年熊本

地震による被害状況等について（第 46 報）」をもとに整理する。 

令和 8 年 7 月 28 日 16 時 27 分、熊本県熊本地方を震源とする地震が発生した。震源の深さは 16km

（暫定値）、地震の規模はマグニチュード 7.1（暫定値）で、熊本県宇城市、氷川町で震度 7 を観測し

たほか、熊本市、八代市、宇土市、美里町、益城町、嘉島町で震度 6 強を観測した。津波注意報は有

明・八代海に発表され、7 月 28 日 18 時 10 分に解除された。なお、令和 8 年 8 月 25 日時点で最大震

度 7 の地震以降も震度 3 以上の地震が 99 回発生しており、余震活動が継続している。 

貨物輸送では、倉庫や物流施設を中心に被害が生じた。熊本県内の倉庫事業者では 51 社で被害が

確認され、壁の剥落や貨物の落下、シャッターの損傷などが見られた。また、トラック事業者でも事

務所や車庫の損壊が広がり、宅配便でも一部地域で集配遅延が発生するなど、物流網全体に影響が

及んだ。これに対し、国土交通省は支援物資輸送や災害対応に必要な特例措置を講じた。鉄道では、

九州新幹線や在来線で構造物・軌道の変状が多数確認され、運転見合わせや運休が発生しているが、

バスによる代替輸送を実施している。バスでは、高速バス路線 3 路線、路線バス 11 路線で運休とな

り、現在も運休が継続している。海運では、フェリー事業者の船舶の船体損傷といった被害が発生

し、航空では熊本空港が一時閉鎖され、発災当日は 29 便、翌 29 日も 14 便が欠航したが、現在は地

震を起因とする欠航はない。また、自動車交通網では、高速道路や国道、県道などで通行止めが生

じ、橋梁損傷や落石などにより広域的な交通規制が実施された。 

なお、同地域では、約 10 年前の 2016 年にも大規模な地震が発生している。今回と前回の地震に

おける規模や被害、再開・復旧状況などを比較するため、それぞれ発災から約 1 カ月後に公表され

た速報資料から影響を整理した（表１-２）。地震規模や人的被害、建物被害については、前回の方が

大きく、特に建物被害のうち半壊棟数は、今回よりも前回の方が約 2 倍多い。一方で、高速道路や新

幹線、高速バスの再開・復旧状況においては、今回の方がやや遅れており、特に、鉄道のうち新幹線

では、前回は発災から 13 日目に再開しているが、今回は発災から約 1 カ月たった現在も一部運行見

合わせが継続している状況であるため、今後も再開・復旧に向けた対応を継続する必要がある。もち

ろん、震源地は完全に同一ではなく、その他当時の環境・条件と異なる点は数多くあるが、同一地域

において大規模災害が繰り返す可能性があることが改めて示唆された結果であり、過去を教訓にし

た「適切な備え」が重要となる。 

【表１-２】 熊本県で発生した二度の大規模地震における地震被害等比較 

 

※発災から約 1 カ月後（前回：2016 年 5 月 15 日、今回：2026 年 8 月 25 日）時点で公表された速報的

な資料を参照 

（内閣府 「令和 8年熊本地震に係る被害状況等について」等を基にＭＳ＆ＡＤインターリスク総研作成）  

比較項目 2016年（前回） 2026年（今回）

規模
最大マグニチュード M7.3 M7.1

最大震度 震度7（2回） 震度7

人的被害
死者 （人） 49 38

重軽傷者 （人） 1,671 368

建物被害
全壊 （棟） 2,848 1,671

半壊 （棟） 5,333 2,594

道路
高速道路 通行止めなし

（約599km→0ｋｍ）
1路線1区間

（約142ｋｍ→約7km）

一般道 40区間で通行止め
（196区間→40区間）

3区間で通行止め
（20区間→3区間）

鉄道
新幹線 通常運行

（発災から13日で再開）
一部運転見合わせ

在来線 バスによる代替輸送実施
（発災から14日で開始）

バスによる代替輸送実施
（発災から29日で開始）

バス
高速 通常運行 熊本県発着便を中心に運休

路線 一部運休 1事業者11路線で運休

航空 9割の旅客便が再開 地震を起因とする欠航なし
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2. 運輸防災マネジメント指針の概説 

（１）運輸防災マネジメント指針の位置付けと目的 

国土交通省は、激甚災害が頻発している昨今の状況に鑑み、「総力戦で挑む防災・減災プロジェク

ト ～いのちとくらしをまもる防災減災～」における「5．交通・物流の機能確保のための事前対策」

の中の「交通運輸事業者の防災マネジメントの推進」を実施するため、2020 年 7 月に「運輸防災マ

ネジメント指針（以下、防災指針）」を策定・公表した。その後、運輸事業者の取組状況等を踏まえ、

2023 年 6 月に同指針を改訂している。なお、同指針の目的は、運輸事業者の自然災害への状況に応

じた的確で柔軟な対応力の向上を図り、自然災害への対応について輸送の安全確保を図るものであ

り、防災の取組強化を促進する位置づけにある。 

また、防災指針の上位概念にあたる「運輸事業者における安全管理の進め方に関するガイドライ

ン（以下、ガイドライン）」では、『経営トップ』が主体的かつ積極的に関与し、強いリーダーシップ

を発揮することが極めて重要とされており、最初の項番にあたる「（１）経営トップの責務」の中に、

2017 年の改訂から『自然災害への対応』が明記されている。 

さらに、近年の自然災害の頻発化・激甚化を受けて、2023 年 3 月に「安全管理規程に係る報告徴

収又は立入検査の実施（運輸安全マネジメント評価）に係る基本的な方針」が改正され、自然災害も

輸送の安全を脅かす要因として捉え、防災・減災に向けた取組についても、継続的改善（PDCA サイ

クル）に繋げることの重要性が明記されており、『安全輸送』に加え『安定輸送』についても適切に

対応することが求められている（図２-１）。 

 

【図２-１】 ガイドラインの「改訂にあたって（2023 年 6 月）」 

（国土交通省「運輸事業者における安全管理の進め方に関するガイドライン」より抜粋） 

 

なお、運輸防災マネジメント指針を詳細に分かりやすく解説することで、更なる理解を促し、運

輸事業者における運輸防災マネジメントの構築の一助となることを目的として「運輸防災マネジメ

ント指針の解説（以下、解説）」を策定している。 
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（２）防災指針が示す運輸防災マネジメントの要点 

① 自然災害対応の体制 

まず、基本的な方針として運輸事業者に求められる自然災害対応では、「防災」と「事業継続」の

２つが取組の柱になる。「防災」は、防災指針に記載の通り、利用者・荷主、運輸企業の社員、地方

公営企業 や関係団体の職員の安全確保（人的被害の軽減）並びに建築物・設備・車両等の物的被 害

の軽減が目的になり、「事業継続」は、災害発生時の安全の確認を行った上での業務活動の維持や早

期回復を目指すことが目的となる。 

 

【図２-２】 運輸防災マネジメントの基本的な方針の概念図 

 

この方針に則り、運輸事業者では非常時には、経営トップを本部長とする災害対策本部を設置す

る必要がある。また、平時には、経営トップおよび安全統括管理者の下、関係部署が連携し、事前の

「備え」を分担して取り組む体制が求められる。 

また、上記の体制構築に加えて、自然災害への事前の「備え」として主に以下の二つの取組が重要

である。一つ目は、自然災害リスク評価である。防災、事業継続の目的のためには、被災・事業の継

続が困難となる可能性がある自然災害の種類・規模の被害想定を行い、想定に応じた備えを図る必

要がある。二つ目は、自然災害に対応するための事前準備である。特に重要な取組として「計画的装

備」、「緊急連絡網の整備」、「防災マニュアルの整備」、「事業継続計画の策定」、「タイムラインの作

成」が挙げられる。また、図２-３に例示するように「タイムラインの作成」は、時間軸に沿った行

動を整理する際に有用である。 

 

【図２-３】 鉄道事業者における防災行動計画（タイムライン）の例示 

（運輸安全マネジメント普及・啓発推進協議会「防災マネジメントセミナー」より抜粋） 

自然災害対応

事業継続防 災

運輸安全マネジメント

運輸防災マネジメント

出典：鉄道局報道発表資料(2019.7.2)「『計画運休』鉄道各社がタイムライン作成へ」の資料をもとに作成

発生予測時刻 何をするかいつ

気象状況 時間経過 提供する情報

・台風の進路予報円が沿線を通過する

可能性あり

（例）

48時間前
①計画運休の可能性を情報提供

・台風の進路予報円が沿線を通過する

　可能性が高い予報発表

（例）

24時間前

②○月○日運転計画（計画運休）の

　詳細な情報提供（随時更新）

・沿線に大雨・強風等の注意報発令

・沿線に大雨・暴風等の警報発令

・沿線を台風が通過
③翌日以降の運転再開見込み

　についての情報提供（随時更新）

・沿線を台風が通過した後
（例）

24時間後

④運転再開当日の運転計画の詳細な

　情報提供（随時更新）

計画運休実施
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② 防災力を高める連携と情報発信 

ガイドラインでは、事業者内部および取引先や旅客、荷主等との情報伝達およびコミュニケーシ

ョンを重視している。なお、自然災害対応においては、上記に加え、地方自治体、国の行政機関、他

の運輸事業者との連携関係を構築することが重要とされており、平時よりこれら関係機関と「顔の

見える関係」を築くことを意識しなければならない（図２-４）。すなわち、平時の会議、訓練、協定、

地域防災活動等を通じて、相互理解を深めておくことが望まれる。 

 

 

【図２-４】 防災マネジメントにおける「顔の見える関係」のイメージ 

（国土交通省「運輸防災セミナー（上期）「運輸防災マネジメントについて」」より抜粋） 

 

③ 教育と訓練 

自然災害対応の実効性向上には、「本社中心の企画立案要員」と「現業実施部門要員」を分けて教

育・訓練計画を構築することが重要である。企画立案要員は、「防災マニュアル・手順書の確認」、「訓

練」、「防災マニュアル・手順書の見直し」等を実施する必要がある。他方、現業実施部門では、簡潔

で実践的なマニュアル整備に加え、人命最優先の行動原則を徹底し、日常業務と親和性の高い役割

分担を行うことが有効である。加えて、経営トップ参加型訓練の実施、自治体・行政・他事業者との

合同演習の企画、訓練直後のレビューを通じた改善が求められる。また、他社事例や過去災害の教訓

を継続的に取り込むことが、運輸事業者の防災対応力強化の鍵となる。 

 

④ 災害予防から応急・復旧までの留意点 

災害予防としては、予測困難な地震や火山噴火から、一定程度予測可能な台風・集中豪雨等の風水

害など自然災害の種別によって、実施すべき対応も異なる。近年、特に運輸事業に影響した災害とし

ては、「地震」、「風水害」、「雪害」、「火山噴火」が挙げられ、それらの災害に対して被害を想定し対

策を検討する必要がある。その際は、ハード、ソフトの両面での代替性の確保を意識することが重要

である。ハード面では、多様なリスクに対して、組織の機能を維持できる業務拠点をあらかじめ設

定・準備することが望まれる。一方、ソフト面では、従業員の移動手段の確保や代替輸送に関する協

定の締結等が検討し得る。 
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防災指針の解説には、以上の 4 つのポイントをはじめとして運輸事業者が行うべき取組事例が、

数多く公開されている。これらの取組は、「平時の準備」、「直前の準備（台風・豪雨等の予測可能な

場合）」、「直後の応急（初動）」、「復旧（事業継続）」と段階別に整理することができる（表２-１）。

運輸防災マネジメントにおいては、対応手順を定めるだけでなく、平時から災害発生後の復旧まで

の各段階に対し、組織全体で自然災害対応力を強化することが求められている。 

 

【表２-１】 防災指針における取り組み事例（自然災害への対応段階別） 

 

※複数の段階にわたって実施する取組有り      

（国土交通省「運輸防災マネジメント指針の解説」を基に代表的な取組をＭＳ＆ＡＤインターリスク総研作成） 

 

3. 令和8年熊本地震で生じた物流に関する課題と運輸防災マネジメント 

第１章（２）「令和 8 年熊本地震の被害状況」で示したとおり、令和 8 年熊本地震では、物流・流

通・交通の広範な領域で被害および機能低下が発生した。以下では、各分野の被害状況を踏まえ、対

応すべき課題とその対策の方向性について論じる。 

 

（１）令和 8年熊本地震による物流に関する被害状況 

貨物輸送では、宅配便や郵便物の引き受け停止、配達遅延、営業所での荷受け制限が発生した。被

災県内向け、あるいは被災地を発着する貨物の受付が止まり、幹線輸送からラストワンマイルまで

広く支障が生じた。平時に前提とされる定時配送が困難となったことに加えて、物資に関する需要

と物流による供給の乖離が生じた。ここから、「安全な配送ルートの確保」と「荷主との調整」の重

要性が改めて浮き彫りになった。 

旅客輸送では、鉄道、路面電車、バス、航空機関連の運行（運航）見合わせが相次いだ。また、機

材の安全点検を行うことにより、移動手段が一時的に制約された。旅客輸送は、災害時には地域内外

を往来するための重要なインフラとなるため、「運行（運航）を継続できる体制の確保」と「早期に

運行再開ができる体制構築」が課題となる。 

自動車交通網では、高速道路を中心に複数区間で通行止めが発生し、一般道路でも安全確認や損

傷点検に伴う交通障害が生じた。道路のネットワーク機能の低下は、救援物資輸送をはじめとして、

貨物輸送、旅客輸送に関する全ての運輸事業の障害に直結する。そのため、「通行可否やう回路情報

の発信」と「道路復旧と交通需要の調整計画の検討」が課題となる。 

自然災害への対応段階 主な取組

平時の準備

■体制構築 ■事業継続計画（BCP）の策定

■リスク評価 ■教育・訓練の実施

■計画的装備 ■タイムラインの作成

■緊急連絡網の整備 ■外部との連携構築

■防災マニュアルの策定

直前の準備
※台風・豪雨、大雪等
の予測可能な場合

■災害対策本部の設置 ■運行（運航）要員の手配

■タイムラインの運用 ■情報発信/共有

■運行計画（運休）の調整 ■協力要請、外部連携

■車両等の事前避難

直後の応急（初動）

■避難/救助/救護 ■経営トップの緊急参集

■乗客/乗務員の安否確認 ■災害対策本部の設置

■運行（運航）継続の可否判断 ■復旧・再開に向けた情報収集

■情報発信/共有 ■協力要請、外部連携

復旧（事業継続）
■復旧・再開判断 ■復旧・再開情報の発信

■代替輸送の実施 ■経営資源（要員と予算）の配分

１

２

３

４



  

 

 
9 

その他災害に関連する被害では、熱中症が疑われる災害関連死が確認された。夏季の発災では、被

災者だけでなく、配送・荷役・復旧作業に従事する運輸事業者の乗務員、倉庫作業員、営業所従業員

等も同様のリスクに直面している。そのため、水分・塩分補給、休憩場所の確保、空調設備の確保、

作業継続時間の見直しなど、熱中症対策を防災計画に組み込む必要がある。 

 

（２）近年の自然災害から見えた課題と運輸事業者による運輸防災マネジメントへの取組状況 

令和 8 年熊本地震で顕在化した課題の中には、今回の事例に固有のものではなく、近年の地震、

豪雨、台風、大雪等の自然災害においても繰り返し確認されてきた課題がある。国土交通省が公表し

ている「自然災害対応への取組事例一覧」や運輸防災マネジメントの関連資料等では、運輸事業者が

災害対応力を高めるための具体的な事例が掲載されている。 

貨物輸送で顕在化した「安全な配送ルートの確保」という課題に対しては、セールスドライバーか

らの報告事項や自治体の対策に基づき、災害発生箇所の運行経路の継続若しくは中止の判断や別の

運行経路の選定等を行い、安全な配達ルートを確保する取組事例が掲載されている。また、「荷主と

の調整」という課題に対しては、過去の台風接近時、運行中のトラックが強風に煽られ転覆（横転）

した事故事例の振り返りに基づき、平時から荷主と打ち合わせを行い、荷主の理解も得ながら、異常

気象の際には運行の中止等を検討することにより、安全を最優先した運行計画を策定する取組事例

が掲載されている。 

次に、旅客輸送で顕在化した「運行（運航）を継続できる体制の確保」という課題に対しては、燃

料不足による欠便の発生防止を目的とした自然災害発生時における燃料補充ルートの見直し事例が

掲載されている。また、「早期に運行再開ができる体制構築」という課題に対しては、事務所が倒壊

等により運行管理ができなくなった際に、バスの運行を継続するために必要な機能を装備している

災害対応車両の導入事例が掲載されている（図３-１）。 

 

【図３-１】 災害対応車両の導入事例 

（国土交通省「運輸防災セミナー（上期）「運輸防災マネジメントについて」」より抜粋） 

 

自動車交通網から顕在化した「通行可否やう回路情報の発信」という課題に対しては、車両のプロ

ーブデータを活用した通行実績情報地図が公的機関や大手自動車会社から公開されている（図３-２）。

なお、損害保険会社も「通行可能な道路」等を可視化したマップを公開しており、様々なチャネルを

通じて最新情報を収集・活用することが望まれる。 
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【図３-２】 国土交通省 通れるマップの作成事例 

（国土交通省「災害時の通行可能な道路の確保と情報の取扱」より抜粋） 

 

また、「道路復旧と交通需要の調整計画の検討」という課題に対しては、国土交通省が主導して、

地元を中心とした各建設協会や日本建設業連合会の応援を受け、発災直後から道路の緊急復旧に着

手している。また、大学教授等の有識者による災害時交通マネジメント検討会を設置し、う回路情報

の発信や交通状況の把握・渋滞に関するボトルネック箇所の分析が行われている。 

 

（３）新たに見えた課題と今後発生しうるリスク 

令和 8 年熊本地震では、地震そのものによる被害に加え、季節要因を踏まえた災害対応の重要性

が改めて示された。特に夏季の災害では、猛暑下での避難生活や屋外作業、車両待機に伴い、熱中症

リスクの高まりが懸念される。 

一方、2024 年 1 月に発生した能登半島地震では、冬季の発災により、低体温症をはじめとする寒

冷期特有の健康被害リスクが顕在化した。また、同年 9 月には、同地域において河川の計画規模を

上回る観測史上 1 位の降雨が発生し、国土交通省が公表した「能登半島での地震・大雨を踏まえた

水害・土砂災害対策のあり方について（提言）」によると「地震の発生後に大雨が降るなど、先発の

自然災害の影響が残っている状態で、後発の自然災害が発生することで、単発の災害に比べて被害

が拡大する複合災害は、能登半島特有なものではなく、全国で同様に発生する可能性がある。」と今

後全国的に発生しうるリスクに言及している。 

また、直近の自然災害でも、2026 年（令和 8 年）8 月には千葉県や石川県・富山県を中心とした豪

雨が発生し、道路の排水能力を超える冠水や河川の氾濫などにより、人的被害および建物被害が生

じている。これは、令和 8 年熊本地震の発災から 1 か月以内に発生した事象になるが、発生地域が

近い場合、複合災害となる可能性があった。 

以上のように、猛暑期や寒冷期の自然災害については、種別の異なる他の災害が連続して発生す

る「複合災害リスク」による影響も視野に入れて、防災計画を検討しておく必要があると考えられ

る。運輸事業者においては、乗務員、倉庫作業員、営業所従業員等の業務種別に応じたリスクを踏ま

え、物資の確保、施設の整備等を考慮していかなければならない。 
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4. 大規模災害時に求められる運輸事業者の役割と取組 

前章までに、我が国における自然災害の頻発・激甚化の状況や、防災指針の考え方、さらに令和 8

年熊本地震において顕在化した物流・交通面の課題について整理した。これらを踏まえ、以下では、

大規模災害時に運輸事業者に求められる役割と、今後の防災対策の方向性について改めて検討する。 

 

（１）大規模災害時に求められる役割 

大規模な自然災害への対応として、運輸事業者は、「防災」と「事業継続」の 2 つの柱をもとに防

災マネジメントを実施し、発災時においての被害軽減・拡大防止を図るとともに、業務活動の維持や

早期回復を図ることが期待されている。 

また、運輸事業者のみならず、国、地方自治体、道路管理者、業界団体、荷主、地域住民等が、相

互に連携することが重要である。発災時には、この相互連携が大きな力を発揮するが、それぞれの役

割・連携を実効性あるものとするためには、平時からの「顔の見える関係」の構築が求められる。さ

らに、2026 年度には、徹底した事前防災、発災時から復旧・復興までの一貫した災害対応の司令塔

となる組織として防災庁が設置予定であることから、今後、運輸事業者としては、同庁から提供され

る最新情報を逐次取得・確認していく必要がある。 

 

（２）各自然災害および複合災害によるリスクと対策の方向性 

能登半島地震や令和 8 年熊本地震の事例からは、災害対応においては災害種別のみならず、発災

した季節や気象条件を踏まえた備えが不可欠であることが示された。とりわけ、猛暑期・寒冷期にお

ける避難環境の確保や、地震と豪雨等の複合災害を想定した体制の整備など、発災時期を考慮でき

る柔軟性のある防災計画の検討が求められる。さらに、運輸安全マネジメントで重視される継続的

改善の考え方を適用し、PDCA サイクルに基づく不断の見直しと改善を進めることが肝要となる。 

また、熊本県では 2016 年と 2026 年に大規模地震が発生しており、現地の運輸事業者においては、

過去の被災経験や防災指針を踏まえた自然災害への対応が進められている。今後も、全国において、

防災指針や各種解説、取組事例、過去の教訓を活用しつつ、運輸事業者に求められる取組をできると

ころから計画的に推進していくことが重要である。 

 

 

                ＭＳ＆ＡＤインターリスク総研株式会社 

リスクマネジメント第二部 運輸総合リスクマネジメントグループ 

主任 石川 翔大 
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https://www.pref.ishikawa.lg.jp/wajimanourin/documents/okunotonourin.pdf 

23） 内閣府「令和 8 年 8 月千葉豪雨による被害状況等について」 
https://www.bousai.go.jp/updates/r8chiba_ooame/pdf/260823_1000.pdf 

24） 国土交通省「能登半島での地震・大雨を踏まえた水害・土砂災害対策のあり方について」 
https://www.mlit.go.jp/river/shinngikai_blog/kentoukai/noto_kentoukai/teigen/honbun.pdf 
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